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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第２四半期累計期間
第64期

第２四半期累計期間
第63期

会計期間
自　平成28年７月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年７月１日
至　平成29年12月31日

自　平成28年７月１日
至　平成29年６月30日

売上高 （千円） 5,343,499 5,355,249 10,532,090

経常利益 （千円） 336,852 365,503 592,424

四半期（当期）純利益 （千円） 212,131 228,862 382,357

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 300,745 300,745 300,745

発行済株式総数 （千株） 4,105 4,105 4,105

純資産額 （千円） 8,175,956 8,471,661 8,283,478

総資産額 （千円） 9,577,112 11,684,927 11,250,461

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 53.17 57.36 95.83

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 15.00 15.00 30.00

自己資本比率 （％） 85.4 72.5 73.6

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 69,068 287,418 2,261,534

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △266,365 △312,926 △451,604

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △49,826 △59,938 △109,640

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 2,387,624 4,249,604 4,335,045

 

回次
第63期

第２四半期会計期間
第64期

第２四半期会計期間

会計期間
自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 28.04 33.20

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や日銀の継続的な金融緩和政策の下、好調な

企業業績を反映して雇用・所得環境は緩やかな回復傾向を示すとともに、一時期、流動化が懸念された国内政治に

於いても安定政権の維持継続が選択された一方、米国大統領の政策運営に起因する北朝鮮や中東を巡る情勢の緊迫

化、並びに中露の動向への警戒感などに加え、欧州政治の動揺と経済への影響も各国へと波及しつつあり、不確実

な世界情勢に伴う国内経済の下振れ懸念が拡大する中、景気の先行きに対する不透明感は、依然として払拭できな

い状況の下で推移いたしました。

　当社の関連する住宅市場に於きましては、低水準にある住宅ローン金利や被災地着工の進展に加え、省エネ住宅

補助金制度など政府による各種住宅取得支援政策を背景として、新設住宅着工戸数は緩やかな持ち直しを示したも

のの、人工不足や建築資材の値上がりを背景に住宅価格は高止まりとなり、更には贈与税非課税枠を利用した相続

対策及び低金利により、加速急増した貸家着工需要は減少する兆を見せ始めており、本格的な市場の回復には未だ

至らない水準で推移いたしました。

　このような状況ながらも、当社は今期を最終年度とする「第９次中期経営計画（第62期～第64期）」に於いて掲

げた「自己改革に基づく新たなステージでの飛躍」とのスローガンの下、内装金物全般に目を向けた「裾野の広い

商品開発と新たな営業戦略の推進」を基本方針に定め、住宅関連産業に於ける企画開発型企業として、より現場主

義に徹した商品開発を目指し、機能性と利便性を向上しつつ市場のニーズに応える「ものづくり」を推進するとと

もに、昨年10月には、東京（アトムＣＳタワー）及び大阪（アトム住まいの金物ギャラリー／大阪事業所）の２拠

点に於いて「秋の内覧会」を開催、全方位のお客様に対する積極的な営業活動に最大の努力を傾注し、併せて販売

費及び一般管理費の圧縮など、調整かつ管理可能な諸施策を講じて、困難な市場環境に対応し得る営業体制とこれ

を支える管理体制の強化を図るべく、各々の課題に取り組んで参りました結果、当第２四半期累計期間の業績は売

上高5,355百万円（前年同期比0.2％増）、営業利益354百万円（前年同期比11.5％増）、経常利益365百万円（前年

同期比8.5％増）、四半期純利益228百万円（前年同期比7.9％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第２四半期会計期間末の資産総額は11,684百万円となり、前事業年度末に比べ434百万円の増加となりまし

た。主な内容は、受取手形及び売掛金が208百万円、投資有価証券が232百万円それぞれ増加したこと等によるもの

です。

　負債につきましては3,213百万円となり、前事業年度末に比べ246百万円の増加となりました。主な内容は、支払

手形及び買掛金が73百万円、電子記録債務が164百万円それぞれ増加したこと等によるものです。

　純資産につきましては8,471百万円となり、前事業年度末に比べ188百万円の増加となりました。主な内容は、配

当金支払で59百万円減少しましたが、当第２四半期累計期間における四半期純利益で228百万円増加したこと等に

よるものです。
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(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ85百万円

減少し、4,249百万円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は287百万円（前年同期は69百万円の増加）となりました。

　主な資金増加要因は、税引前四半期純利益365百万円、仕入債務の増加額222百万円等によるものです。また主

な資金減少要因は、売上債権の増加額208百万円、法人税等の支払額96百万円等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は312百万円（前年同期は266百万円の減少）となりました。

　これは主に商品開発の金型など有形固定資産の取得による支出108百万円、投資有価証券の取得による支出201

百万円等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は59百万円（前年同期は49百万円の減少）となりました。

　これは配当金の支払額59百万円等によるものです。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　当第２四半期累計期間における研究開発費の総額は39百万円であります。

　なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,420,000

計 15,420,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,105,000 4,105,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 4,105,000 4,105,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 4,105 － 300,745 － 273,245
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(6)【大株主の状況】

  平成29年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

高橋不動産株式会社 東京都台東区入谷１－27－４ 885 21.56

髙橋　快一郎 東京都台東区 500 12.18

アトムリビンテック取引先持株会 東京都台東区入谷１－27－４ 394 9.60

髙橋　良一 東京都台東区 290 7.06

アトムリビンテック従業員持株会 東京都台東区入谷１－27－４ 287 7.00

髙橋　壽子 東京都台東区 157 3.82

大塚　李代 東京都台東区 127 3.09

アトムリビンテック株式会社 東京都台東区入谷１－27－４ 115 2.80

磯川産業株式会社 東京都荒川区東日暮里２－11－５ 81 1.98

岡崎　衛 千葉県柏市 73 1.79

計 － 2,911 70.92

 

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　115,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　3,989,400 39,894 －

単元未満株式 普通株式　　　　500 － －

発行済株式総数 4,105,000 － －

総株主の議決権 － 39,894 －

（注）　単元未満株式は、当社保有の自己株式53株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

アトムリビンテック株式会社

東京都台東区入谷

一丁目27番４号
115,100 － 115,100 2.80

計 － 115,100 － 115,100 2.80

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年７月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、明治アーク監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,335,045 4,249,604

受取手形及び売掛金 2,550,038 ※ 2,758,272

有価証券 201,520 200,870

商品 467,708 545,288

その他 64,037 67,892

貸倒引当金 △255 △275

流動資産合計 7,618,094 7,821,651

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 960,666 944,153

工具、器具及び備品（純額） 130,015 178,366

土地 1,027,767 1,027,767

その他（純額） 20,339 7,187

有形固定資産合計 2,138,789 2,157,475

無形固定資産 84,076 71,085

投資その他の資産   

投資有価証券 1,287,617 1,519,969

その他 121,882 114,796

貸倒引当金 △0 △51

投資その他の資産合計 1,409,500 1,634,714

固定資産合計 3,632,366 3,863,275

資産合計 11,250,461 11,684,927
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年６月30日)
当第２四半期会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 688,836 ※ 762,431

電子記録債務 1,577,326 ※ 1,742,073

未払法人税等 111,686 145,444

製品補償引当金 65,590 59,061

その他 189,327 158,997

流動負債合計 2,632,767 2,868,009

固定負債   

退職給付引当金 142,769 148,185

役員退職慰労引当金 188,845 194,470

その他 2,600 2,600

固定負債合計 334,215 345,256

負債合計 2,966,983 3,213,265

純資産の部   

株主資本   

資本金 300,745 300,745

資本剰余金 273,245 273,245

利益剰余金 7,730,268 7,899,282

自己株式 △64,475 △64,518

株主資本合計 8,239,782 8,408,754

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 43,695 62,906

評価・換算差額等合計 43,695 62,906

純資産合計 8,283,478 8,471,661

負債純資産合計 11,250,461 11,684,927
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(2)【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
前第２四半期累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 5,343,499 5,355,249

売上原価 3,948,309 3,897,235

売上総利益 1,395,189 1,458,014

販売費及び一般管理費 ※ 1,077,683 ※ 1,104,000

営業利益 317,505 354,013

営業外収益   

受取利息 5,152 5,650

受取配当金 2,071 2,237

仕入割引 13,984 3,762

その他 441 178

営業外収益合計 21,650 11,829

営業外費用   

為替差損 2,303 340

営業外費用合計 2,303 340

経常利益 336,852 365,503

特別利益 － －

特別損失   

固定資産除却損 0 421

特別損失合計 0 421

税引前四半期純利益 336,852 365,081

法人税、住民税及び事業税 120,881 135,635

法人税等調整額 3,839 583

法人税等合計 124,720 136,218

四半期純利益 212,131 228,862
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前第２四半期累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年12月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 336,852 365,081

減価償却費 85,282 116,949

貸倒引当金の増減額（△は減少） 30 72

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,180 5,416

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △458 5,625

製品補償引当金の増減額（△は減少） △4,681 △6,528

受取利息及び受取配当金 △7,224 △7,888

為替差損益（△は益） 3 △2

固定資産除却損 0 421

売上債権の増減額（△は増加） △303,284 △208,285

たな卸資産の増減額（△は増加） 9,492 △77,579

仕入債務の増減額（△は減少） 67,095 222,903

未払消費税等の増減額（△は減少） △214 △20,236

その他 △38,882 △18,540

小計 147,191 377,406

利息及び配当金の受取額 5,864 6,251

法人税等の支払額 △83,987 △96,239

営業活動によるキャッシュ・フロー 69,068 287,418

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △65,042 △108,194

無形固定資産の取得による支出 － △3,700

投資有価証券の取得による支出 △201,799 △201,799

貸付金の回収による収入 477 385

その他 － 382

投資活動によるキャッシュ・フロー △266,365 △312,926

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △42

配当金の支払額 △49,826 △59,895

財務活動によるキャッシュ・フロー △49,826 △59,938

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △247,127 △85,441

現金及び現金同等物の期首残高 2,634,751 4,335,045

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,387,624 ※ 4,249,604
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務

　四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債

務の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年６月30日）
当第２四半期会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 － 83,205千円

支払手形 － 12,900

電子記録債務 － 8,205

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自　平成28年７月１日
　　至　平成28年12月31日）

　当第２四半期累計期間
（自　平成29年７月１日
　　至　平成29年12月31日）

給料及び手当 292,024千円 298,530千円

減価償却費 85,282 116,949

退職給付費用 29,972 28,889

役員退職慰労引当金繰入額 9,005 5,625

貸倒引当金繰入額 30 72

製品補償引当金繰入額 17,805 －

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりで

あります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成29年12月31日）

現金及び預金勘定 2,387,624千円 4,249,604千円

現金及び現金同等物 2,387,624 4,249,604
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成28年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月27日

定時株主総会
普通株式 49,873 12.50 平成28年６月30日 平成28年９月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

決議 株式の種類
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年１月30日

取締役会
普通株式 59,848 15.00 平成28年12月31日 平成29年３月10日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月26日

定時株主総会
普通株式 59,848 15.00 平成29年６月30日 平成29年９月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

決議 株式の種類
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年１月30日

取締役会
普通株式 59,847 15.00 平成29年12月31日 平成30年３月９日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、住宅用内装金物事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年12月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 53円17銭 57円36銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 212,131 228,862

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 212,131 228,862

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,989 3,989

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成30年１月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額　　　　　　　59,847千円

(ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成30年３月９日

（注）平成29年12月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月９日

アトムリビンテック株式会社

取締役会　御中

 

明治アーク監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 木　村　　ゆ り か　　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 長　井　　裕　太　　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアトムリビン

テック株式会社の平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第64期事業年度の第２四半期会計期間（平成29年10月１

日から平成29年12月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年７月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アトムリビンテック株式会社の平成29年12月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項

　会社の平成29年６月30日をもって終了した前事業年度の第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間に係る四半期財務

諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監

査人は、当該四半期財務諸表に対して平成29年２月７日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対し

て平成29年９月15日付けで無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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